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おわりに
問題の設定
一九八○年代後半以降の新自由主義的政策，多国籍企業主導国際化および
「非ケインズ主義的」景気刺激政策（対米不均衡是正をうたった好況期にお
ける内需拡大）がもたらした日本経済のパプル化とその崩壊による経済活動
と国民生活への打撃の大きさは資本主義的景気循環の調整が市場経済の下で
の大きな課題であることをあらためて認識させた。景気循環メカニズムを解
くことは依然経済学上の重要課題の一つである。われわれは恐'慌を需要超過
経済と供給過剰経済の転換局面と捉らえる立場から転換メカニズムに関する
見地を明らかにした（[1]～[7])。言うまでもなく好況過程を需要超過経済，
不況過程を供給超過経済と捉らえる立場は常識である。しかし，われわれの
理解ではいかにして需要超過経済が形成され，それが逆の関係に転換するか
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を理論的に解くことは依然として経済学上の課題としてある。本稿は蓄積論
の分野で重要な位置を占めている置塩信雄の蓄積モデルとその主張を主に取
上げ，これと対比させながら事前的需給不均衡（予測と現実とのずれ）の事
後的調整というモデルを用いてこの課題を解こうとするものである。展開の
仕方は異なるが，需給関係の逆転メカニズムついてのこれまでのわれわれの
基本的見解に変更はない。
Ｉ方法上の問題
モデルを用いた経済分析に対しマルクス経済学の内部ではなお根強い反発
がある。その理由の一つは対抗する非マルクス経済学の主流が概ね数理的モ
デルを用いて資本主義の均衡性を主張するためである。しかしこのことを理
由にして数理的モデル分析を否定するのは妥当ではない。数理的モデルを用
いても不均衡を主張することはまったく可能である。第二の理由はおそらく
はそれがｒ資本論』で展開されたマルクスの下向・上向分析の方法と違うと
理解されるためであろう。しかしこの理解も正しくはない。例えば，マルク
スの再生産表式も一つのモデル分析である。そもそも資本主義生産の経済モ
デルをつくるということは，数理によろうがよるまいが分析の必要から対象
である具体的で複雑な資本主義を，あるがままではなく，一定の条件の下に
「単純な資本主義｣に設定しなおすということであり，具体的現実の抽象化・
単純化である。条件を次第に具体的なものにすることは上向と同じことであ
る。非数理的方法をとった場合も実は数理的方法と同じく，言葉を用いて抽
象化，単純化を行なっている。大事なことは資本主義の分析（本質の抽象，
非本質的な要素の捨象）を行なう場合資本主義において本質的な要素を捨象
してはならないということである。もちろん本質・非本質は相対的なもので
ある。数理的モデルの場合数学を適用するという技術的制約のため時に本質
的な要素を捨象し窓意的，空想的，非現実的な条件設定という操作がなされ
ることがある。しかし数理的モデルは抽象の程度と内容が端的に示され，諸
要素の相互関係が明示されるという長所をもつ６非数理的モデルの場合個々
の論者がそれぞれ任意に，暗黙裏に設定した資本主義像をもち，論じるとい
う問題点を有する。抽象の程度は明示されず，客観的には一人一人が異なっ
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た資本主義経済を頭脳のうちに想定し，論じる。しかも条件設定が明示的で
ないために具体化（上向）が段階的に進まず，理論が現実具体の経済現象の
説明に結びつかない「大原理」にとどまる。いはば「中間理論」の展開がな
い。もう一つは言葉による解析は極度に抽象的な次元の定性的分析には対応
できるし，かつそのために必要なことであるが，複雑な諸要素間の量的関係
の解明には向いていない。われわれにはマルクスがそうであったように数理
的方法と非数理的方法の組合せが必要である。
置塩の資本蓄積モデルには二つの型がある。一つは需要の変化に稼働率変
化が対応し需給が一致するモデルである（モデル①，［8])。もう一つは稼働
率を含まないモデルで販売と購買が等しいという意味で生産が需要に一致す
る事後的一致モデル（モデル②［9]）であり，その点でこれは高須賀義博と
同じモデルと言える([10])。したがって需給不一致は前者の場合(モデル①）
①稼働率の変化，正常値からの乖離および稼働率の上限を越える需要の拡大
（上方不均衡の場合)，後者(モデル②)においては②蓄積率の均衡蓄菰率以
上への上昇または以下への下降として示される。置塩モデル①についていえ
ば，このことは手続きとして決して不当ではない。稼働率調整による需要へ
の対応は現実の資本主義経済のものであって，独占段階に限定される事象で
はない。稼働率は単位当り固定費用の変動を通じ利潤率にも作用する。需給
関係が稼働率に反映するモデルは稼働率を捨象したモデル（あるいは稼働率
100％と想定)より，より現実性の高いモデルと言える。他方このモデル固有
の問題点も存在する。このモデルの場合生産と需要が一致し，生産能力と生
産水準の乖離（稼働率変化）で需給不均衡が示されるという方法上の特徴の
ために価格の機能が背景に隠れる。したがって物価と名目賃金の変化による
実質賃金率と利潤率の関係の変化，それに媒介される需給関係の変化が論理
的には重視されない。われわれの見地では重要な実質賃金率の変化（労働分
配率の変化）に起因する需給関係の下方逆転（恐慌）は置塩においては幾つ
かの可能性の一つとして設定されるが，それ以上ではない。しかし稼働率と
価格変動を含んだモデル（抽象化）の採用によってこの問題点は解消できよ
う。
また稼働率調整で事後的には需給は一致するので流通在庫の存在は度外視
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されることになる。需給不一致は流通在庫によっても調整される。モデルの
具体化の段階ではこの点も考慮しなければならないだろう。
置塩モデル②。われわれが本稿で検討するのはこのモデルとその展開であ
る。稼働率をもたないこのモデルで需給一致が前提されるということは高須
賀と同様販売と購買が等しいという意味で事後的需給一致が想定されている
ことを意味する。価格調整による事後的一致モデルを用いる場合注意すべき
ことがある。それは供給超過局面（事前的供給超過）の分析の場合にはモデ
ルとしての現実性を失うことである。
高須賀モデルでは価格変動を通じて市場清算が生じ，事後的に素材的一致
が実現する。しかし市場清算を前提すればモデルにおいては供給過剰でも価
格低下によって企業は投資用の財を購入し，実物的には大きな蓄積を実行す
ることになる。利潤率は低下するのに，投資が相変らず実行されるという事
態は資本主義の現象としては異様なことである。そして事後的には必ず需給
は一致するので不一致の累積関係を示すことが出来ない。不一致はあくまで
価格変化と結果としての利潤率低下で示される。したがって需給関係の逆転
を言うためには論理的には事後的一致の不可能性を言わざるを得ないことに
なる。高須賀は明示しなかったがこの立場からおそらく逆転は価格変化では
調整され得ないほどの素材的不均衡を原因とすると説明されることになろう
（註参照)。しかし価格変化は事前的需給不一致があるからこそ引起こされ
る。事前的需給不一致が何ゆえ，如何にして発生するかを明らかにしないと
資本主義の不均衡累積構造，不安定性を論証することにならない。
価格調整による事後的一致モデルを使いながら置塩は不均衡累積を需給不
一致の累積的拡大ではなく，需給一致の下での不均衡累積すなわち蓄積軌道
が需給一致の下で「均衡値」から乖離することとして示す。確かにこの方法
ならば，事後的一致の下で不均衡を示すことは出来るが，そこで示されると
ころの「均衡」の概念の妥当性が検討されなければならない。後で見るよう
に置塩の言う「均衡」とは需給一致を前提したうえでの蓄積率一定であって，
定率の蓄積を均衡とする根拠は「適正利潤率」をもたらすことにおかれてい
る。需給一致の際の利潤率と区別される「適正利潤率」とはなにかは明示さ
れていない。逆に「不均衡」とは蓄積率が変化することであり（一定でない
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こと),不均衡累預とは蓄積率が特定の蓄積率から乖離する程度が拡大するこ
とと定義されている。この場合「均衡」とは理論的にいかなる積極的意義を
有する概念か，われわれには理解できない。不均衡が需給不一致ではなく，
任意の定率（蓄種率の絶対水準ではなく，蓄積率が変らないことが均衡と定
義される）の蓄積と定義されたｒ均衡」からの乖離ならば，「均衡」の破綻即
ち恐慌は需給関係の逆転ではなく蓄積率が「均衡値」から上方に乖離する経
済から需給一致のまま下方に離れていく経済への転換ということになる。こ
の転換の契機，需給関係の逆転を媒介させない恐慌発生は理論的にいかに説
明されるか，われわれには不明である。
一般的な価格調整・市場清算モデルの持つ問題点は稼働率調整モデルと同
様現実過程で成立する受注残や在庫を度外視（捨象）することである。これ
は不況時の物価下落と売れ残りの併存が新古典派と同様市場機能の「不完全
性」の問題として扱われていることを意味する。価格が充分に低下すれば売
れ残りはなくなるのに売手，買手の情報収集が不十分で，結果として売れ残
りが生じる。ここでは市場機能の麻揮，つまり幾ら価格を下げても買手が出
てこないという問題は生じないことになっている。市場の清算機能を純粋に
取りだすという分析手続き上の問題としてその想定は不当ではない。宇宙に
は物質が充満しているが，地球の大気圏外における物質の存在濃度は大気圏
内と比べて極めて希薄になる。一定の分析目的のために大気圏外の空間を真
空と想定することは許されるが，しかしそのことで現実の宇宙が真空になる
わけではない。市場に清算作用があると仮定することと，現実の市場にはそ
の機能が完全にある，つまり人間が常に均衡点を知っているとか，予測でき
ると評価することは別の事柄である。市場を用いるかぎり人間は絶対に均衡
値を予知できない。正確には出来ないからこそ市場を用いてそれを探ること
になる。しかし外的条件は常に変化し，したがって均衡値も変化し，人間は
永遠に市場をさまようことになる。実在の市場では清算が出来ないために価
格と稼働率がいくら変化しても事後的需給一致は実現されず，正負の在庫が
形成される。
均衡から出発しながら不均衡が発生した場合均衡蓄積率からの乖離の累積
という形態で不均衡が拡大するというのが置塩型モデルの基本原理である。
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これに対し新古典派モデルは均衡から出発し，不均衡が発生してもそれはや
がて調整され，均衡に帰結するという原理を持つ。彼らの「不均衡モデル」
は実はすべて将来を的確に予測した諸経済主体の市場での合理的行動を通じ
て不均衡が解消されるという「均衡モデル」である。新古典派の景気循環に
ついては別稿で取扱うことにしよう。本稿は，置塩と同様に資本主義の下で
発生した需給不均衡は穏やかに解消されるのではなく，激しい変動を経て，
利害対立を内在させて一定の均衡状態に帰着し，階級対立を内在させながら
あらたな不均衡状態に進んでいくという認識の下に展開される。われわれは
不均衡の累積と需給関係の逆転を置塩とは異なる原理で示してみよう。
われわれは本稿では市場清算を一般的には前提しないでその作用を好況局
面についてのみに限定する。つまり事前的需要超過により売れ残りが生じな
い程度に物価が上昇する。物価上昇が供給を超える事前的需要量を供給壁に
一致する事後的需要量にまで縮小する(事後的一致)。この条件の下でそこで
の特徴である需要超過経済の継続とその反転の条件を事後的一致条件の下で
はなく，「事前的な需給一致･不一致を明示するモデル」によって解いてみた
い。需給の不一致とその程度の拡大を「事前的な需要と供給の不均衡累積」
として捉らえることによって需給関係の下方への逆転（需要超過経済から供
給過剰経済への転換）の構造を理論的に説明する。
われわれがかつて示した結論一需要が供給を上回る関係が実質賃金率の
低下，利潤率の増加を引起こし，より多くの投資を誘導し，さらなる需要超
過を招き，この過程が実質賃金率の反転上昇，利潤率の低下を通じて逆の供
給過剰経済に逆転進行していく－の変更はない。このメカニズムが事前的
需給関係不均衡モデルにおいて説明される。
[駐］
高須賀義博はその般後の著作([10])おいては労働力の枯渇を逆転の契機としている。拙
稿［2］は，外見は宇野弘蔵の主張と似ていはいるが好況局面での「労働力の価値上昇」を
いう彼の論理とは逆に，好況局面での実質賃金率または労働分配率の低下→限界点での実
質賃金率の反転増大→利潤率低下→蓄叙後退→需給関係逆転という論理で恐慌発生のメカ
ニズムを解いた｡つまり逆転の契機についていえば商須賀とわれわれの見解は一致する。し
かし古くから続いている「独占研究会」（高須賀義博･高山満両教授主催）での筆者の報告.
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討論の席上(1983年)，高須賀は拙見に同意せず，第一部門の優先的発展の結果としての素
材的不均衡の拡大が好況的蓄積の進行を妨げるという彼のアイデアを説いた。高須賀のモ
デルからは「労働力の枯渇」よりも「素材的不均衡」の方が論理的には整合的ではないか。
もっとも労働力枯渇も生産要素の素材的不均衡と解することも出来る。
Ⅱ稼働率を含まない置塩蓄積モデル（モデル②）とその展開
稼働率を含まず，価格による市場清算を事実上前提した置塩の蓄積論はつ
ぎのような体系をとっている。
１１－１需給一致条件
まず需給一致条件が次の式で示される。
s兜＝9K…･…………………………･…………………･………………(１１－１）
ｓ：資本家の個人的貯蓄率（貯蓄/利潤)。ｓ＝１－ｃ
γ：利潤率。γ＝[Ｘ－((ｚＸ＋RjV)ＭｚＸ＋Ｒｊｖ
Ｘ：生産または供給
α：産出高生産手段比率（生産財投入係数凡技術一定の場合は不変。
α＝Ｋ/Ｘ
Ｋ：使用生産手段
Ｒ：単位当り実質賃金率すなわち労働者一人当り財消費量
｣Ｖ：雇用量（労働者の数）
ｇ：資本蓄積率。ｇ＝I/Ｋ
Ｉ：投資，追加生産手段
置塩はこの式を需給一致条件式として提示している。したがって新（々）
古典派やマネタリストのように論証すべき需給一致を前提する立場ではない。
つまり（１１－１）式は恒等関係を示すものではない。
（ＩＩ－１)式は次の過程で導かれる。需要は消耗生産財補填需要czX，労働者
の消費需要Ｗ/，.】V，資本家の消費需要Ｃｈ，投資需要Iからなる。需給一致
の場合は
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ｘ=感+￥十Ｍ－……………………………(''-2）
左辺は生産（供給)，右辺は総需要，ｐは価格を示す。
資本家の個人消費の対所得（利潤）比率をｃとすると，
ｑ＝c(Ｘ－(`ｚＸ＋ＷＷ/，)）…………………………………………（11-3）
これを（１１－２）に代入する。ｓ＝１－ｃとすると，
ｓ(Ｘ－(`ｚＸ＋ＭＶ/P)}＝Ｉ・……………･…………･………………（11-4）
左辺は資本家の貯蓄。右辺は投資需要。この両者が等しい時に需給は一致す
る。置塩は述べていないが，価格または稼働率調整による市場清算モデルで
は事後的には常に需給一致であるから，これは実際上は事前的需給一致条件
ということになる筈である。しかし貯蓄は当期の所得と当期の補填，労働者
への支払いの差額として定義されており，これは事後的な概念である。した
がってこの式は事前的一致を事後的概念で示すという論理形式を取っている。
この方法についてはわれわれは疑問をもつ。また（１１－４）式では資本家の貯
蓄と投資の一致が需給一致条件となっており，労働者の消費は需給一致に関
与していないことになっていることにも留意しよう。後で示すことになるが，
この点もわれわれの考察と違っている。
さて（１１－４）式の両辺を不変資本Ｋで割ると（１１－１）式が求まる。
Ｓ児＝＆
つまり貯蓄Ｓ【が投資八に等しいとき，〃を利潤とすると
上Ｋｌｌ４Ｋ上瓜一一旦繭Ｓ｜瓜
他方資本家の投資決定態度は次のように示される。
９t+,＝9t＋β（妬一γ*）………………………………………………(１１－５）
これは資本家が次期蓄積率を前期蓄積率を基に当期の利潤率の高さを考慮し
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て決定することを意味する。βはいはば蓄積率の対利潤率反応係数である。
ここでγ＊は資本家が満足する正常利潤率。置塩の定義に拠れば「正常利潤
率」とは毎期一定の蓄積率と定義される「均衡蓄積率」のとき実現される利
潤率である。この均衡蓄積率という概念は後程検討しよう。われわれにとっ
てこの概念は見過ごせない問題を含んでいる。当期利潤率が正常利潤率より
高いと資本家は来期の蓄積率を当期よりも一定分高く決めることになる。逆
は逆。（１１－１)式を(１１－５）に代入するとい＝9t/ｓを代入)次の定差方程式が
求まる。
籔…+β(÷風-,鞠） …………………･……･…………………。（１１－６）
現実の蓄積率は均衡蓄積率ｇ＊と一致しない｡つまり，その乖離分を災で示
せば，
且＝ｇ*＋災＝sγ*＋災……･……･…………………………………･…（ＩＩ－７）
したがって
＆+,＝sγ*＋洲１……･……………………･………………………･…（II-7'）
(11-7)式と(11-7')式を(11-6)に代入すると
ﾙF('+÷” (ＩＩ－８）
(１１－８)式は（1＋β/s）を公比（等比）とする数列であることを示す。したが
って初項をjloとすると，
災=('+÷脾…………………………………………(､-9）
ｙは蓄積率が均衡蓄積率から離れた程度を示すから，この式はβが０でない
かぎり時間の経過と共に（ｔが増加）乖離の程度が正あるいは負の方向に拡
大することを示す。正の方向に拡大するのが好況期であり，逆に負の方向に
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拡大するのが不況期(景気後退期）である。それゆえ定差方程式(１１－６)の解
を求めると（初項が９６の時に関係式を満たす数列を求める)，
①＆＝sγ*＋j１，
②ｊＦ(1＋β/s)ｔｊｂ
③ｊｂ＝gb-sγ＊，（..．ｇb＝sγ*＋jb）
であるから，①に②，③を代入
且＝sγ*＋(1＋β/s)!(gb-sγ*）．．………………………･……………（11-10）
これが，定差方程式(11-6)の解である。
(11-1)式，且＝sγを(11-5)式に代入すると式は，
&+,＝(s＋βＭ＋βγ＊………………………………………………(II-6-a）
(１図）
ｒ＝９
峠,＝（s＋β）ｒ－βｒ＊
置塩は以上から１図のように利潤率と８Ｍのグラフを書き，現実の蓄積率
が需給一致の蓄菰率とも毎期不変の蓄積率である「均衡蓄積率」とも違い，
｢均衡｣からの乖離の程度が拡大するとした。われわれは現実の蓄積率が前期
利潤率に規定され，不均衡は累積するという置塩の立場は支持できる。しか
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しその説明論理に疑問を持つ。われわれの疑問を次に述べよう。
Ⅲ置塩モデルの検討
ＨＩ－ｌ需給一致条件の妥当性
置塩は需給一致条件(11-1)を資本家の一般的投資決定式(11-5)に代入して
(11-6)，または(II-6-cz)式を導く。これは何を意味するか。
この場合(11-6-α)式は/期に需給が一致したという特殊な場合の/＋１期
の資本家の投資決定式となる。置塩モデルによればグラフ上では０期に需給
が一致し，この時の投資需要(蓄積率gb）に対応し利潤率が妬にきまる。こ
の結果次期の投資需要はｇｉとなる。かくてｇ*＜８６＜９１となり,利潤率増大に
対応し，その較差は増大することになる。しかしグラフ上でそうであっても
gb＜91はいかに導かれるか。それは妬が適正利潤率γ*以上であるという仮
定的条件に拠っている。このため資本家は次の時期（'＋１期）に前期以上に
蓄積率を引上げる(β(γ－γ*)だけ多い)｡つまり図において資本家の投資決定
関数(II-6-cz)の傾きは需給一致をもたらす関数(11-1)のそれより小さいこ
とになる。ｇｂは需給が一致する蓄薇率であるが,ｇｉは需給一致をもたらすも
のかどうかは不明である。ｇｂは需給一致をもたらした。この条件式(11-1)を
(11-5)式に導入しても，そのことでgiが需給一致をもたらすことになならな
い。確実なことはgbが既に均衡値ｇ*から乖離しているのであるから，ｇｉは
それからさらに乖離していることである。８６は０期に需給が一致する蓄積率
であった。では次の第１期に需給が一致する蓄積率はどこか，図では判らな
い。もし利潤率が'となれば，この蓄積率は需給一致をもたらすことにな
り，その限りで経済は「不均衡」ではない。置塩の均衡の概念については後
で検討する。
さてここでのｇはどんな概念であろうか｡置塩が定義したようにこれは(II
-5式）資本家の（主観的な）投資決定式である。われわれが主観的と断るの
は現実の蓄積がこの通り進むかどうかはまったく不明であるからである。蓄
積の水準は確かに資本家の決定に依存するが，それだけに規定されるのでは
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ない。後で示すように現実の投資は生産あるいは補填分と労働者と資本家の
絶対的必要水準を控除した社会的余剰の大きさを超えることが出来ない。言
換えれば蓄積率は生活水準（消費水準）を所与としても生産性と分配率の制
約を受ける。ところで
当期の実現した投資’t＝次期の資本増加分４Ｋ十!≦／期の余剰
つまり投資量は資本家が任意で決定できるものではない。いくら大きな資金
を投下しても追加的元本足り得る社会的余剰が不足すれば，物価が上昇し，
余剰が許す範囲しか投資は実現されない。したがって主観的蓄積率ａ+,＝
え+】/Ki+Iは現実の蓄積率ではない。
とすれば，置塩の提示した需給一致条件とは何かが問題となる。（11-1)式
で示される需給一致をもたらす８１の意味が明らかにされる必要がある。需給
が一致した投資ということは投資需要が余剰に等しかったということになり，
逆に需給が一致しない投資というのは余剰を超えるあるいは下回る投資であ
る。事後的には価格変動で余剰はすべて吸収されるから問題になる供給に一
致する需要とは価格変動が生じる前の価格，つまり前期価格で供給に一致す
る需要である。需給が一致する時価格は変化しない。変化しない価格水準と
は前期価格水準である。前期価格水準で示される需要とは事前的（投資）需
要である。事前的投資需要，言換えれば主観的投資需要が生産から補填と労
働者，資本家の消費元本を差引いた余剰（ケインズの「貯蓄｣）と一致する時
需給は一致する。労働者と資本家の消費を手続き上与件としてもこの一致は
偶然的である。この偶然的一致が前期に実現したとしても今期の主観的蓄積
率あるいは投資水準がまた需給一致水準になるかどうかはまったく判らない。
偶然が連続する確立はさらに低下する。したがって(11-6)式は少なくても需
給関係を判定する上では何の意味もない。したがって置塩は(11-6)式を需給
均衡ではなく資本家にとっての「適正利潤率」をもたらす蓄積率または投資
水準からの乖離を示すものとして提示したのである。'期の蓄積率が均衡蓄
積率ｇ＊に一致するとき，ｔ期の利潤率踊が適正利潤率γ＊に一致し，／＋１
期の蓄積率ａ+】はｔ期の蓄積率に一致し，かつ均衡蓄積率となる。ノ期の蓄
積需要が余剰に一致し，需給は一致するが(物価は変化しない)，蓄積水準が
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均衡蓄積率を超え，利潤率が適正利潤率を超えると，f＋１期の主観的(事前
的計画）蓄積率は前期水準を超え，均衡値から上方へ離れていく。しかしこ
の蓄積がもたらす需給関係は不明である。なぜならノ期の投資の結果変化す
る/＋１期の余剰は不明である。前期より増加した主観的な投資需要が小,＝
K【･ｇＭで与えられてもｔ＋１期の供給要因である社会的余剰の方も増大して
くる。余剰の増加率を固定された場合主観的蓄積率が上昇すれば，投資需要
の増加率が余剰の増加率を超えることになるので事前的需要超過となる。事
前的需要（投資需要）が供給（余剰）を超えても物価が上昇し，実現した需
要（投資）は結局供給の許容範囲に納まる。供給を超える実物的消費はあり
得ないからである。主観的・事前的・計画的蓄積率は資本家の決意に依存す
るが，実現した投資（蓄積）は結局余剰の許す範囲内であり（事後的需給一
致)，実現した蓄積率は事後的需給一致をもたらす蓄積率水準に落着く。賦買
は販売に等しいという事後的一致は常に成立するのである。したがって(11-
1)式がこの意味で成立するというのなら，これを需給一致の条件式と定義す
ることは出来ない。それは経済学的には無内容な恒等式に過ぎないのである。
市場清算モデルでは実現した蓄蔵率は常に事後的需給一致の蓄蔵率であり，
これでは「不均衡」は示し得ない。結局置塩モデルでは資本主義的上方不均
衡累積は需給不均衡ではなく，現実の蓄積率の｢適正利潤率｣をもたらす｢均
衡蓄積率」から上方への乖離として示す他はなく，事実そうなっている。市
場メカニズムの作用で需給不均衡は解消されるが(市場清算)，蓄積率が｢適
正」でない水準になるということだ。
しかしここで問題が生じる。先に余剰の増加率を固定すると述べたが，こ
れは労働者，資本家の消費の水準（またはその増加率）を与件として扱うこ
とを意味する。生産性一定の条件の下ではこうした消費と補坂の上昇率は資
本の増加分に比例する。より大きな蓄積をしたくとも消費も同じ比率で上昇
してくれば，余剰の増加率も同じ比率で上昇してくるので，蓄預率を上げる
ことは出来ないし，上がらない。主観的に蓄積率を上げようとしても上がら
ないということは当然利潤率も上がらないことを意味する。物価上昇が名目
賃金や資本家の名目個人的支出，名目補填経費を上昇させてしまい，利潤率
は上昇しない。実は与えられた条件（技術，労働強度一定，資本家の個人消
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費率一定）のもとで利潤率が上昇するためには費用とくに労働費用が相対的
には低下することが必要である。物価上昇に比例して全ての生産要素の費用
が上昇してしまえば，利潤率は上昇しない。ｌ財１部門モデルでは物価が上
昇するのに貨幣賃金の上昇が遅れ，実質賃金が低下するという状況が発生し
ない限り利潤率は上昇しないし，したがって主観的（計画的）蓄穣率も実現
蓄積率も上昇しない。置塩モデルでは蓄積率が主観的・事前的・計画的なも
のか，それとも事後的なものかは明示されていない。このため事前的需給関
係の不一致による物価上昇，実質賃金率の相対的あるいは絶対的低下による
利潤率の上昇あるいは余剰の相対的･絶対的増加,それによる計画的蓄穂率・
実現蓄積率の上昇が示されない。実現した蓄積は資本家の投資意欲以外に余
剰の大きさに制約され，余剰は労働者の消費の大きさによって可変的である。
労働者の消費と蓄績需要が対立する。われわれは依存しながらも対立する即
ち矛盾を内在させた資本主義的蓄積の特徴を明示したモデルの方が蓄積メカ
ニズムの解明にはより妥当と考える。置塩は明示していないが，利潤率上昇
が蓄積率上昇を弓|起こす置塩モデルにおいて実は好況過程での事前的需要超
過による物価上昇と実質賃金率の低下が想定されている。（11-5)式に代入さ
れる(11-1)式で示されるａは需給一致の条件式という定義からして事前的
蓄預率でなければならない。事後的には常に需給は一致するのであるから，
事後的関係式を条件式として定義する訳にはいかない。（11-5)式のａ+Iは資
本家の投資決定関係を示すという定義からして事前的蓄積率でなければなら
ない。したがって(11-6)式で示される関係は/期において事前的に需給が一
致した時の資本家に選択されたａ+,の大きさを示す。しかし，偶然的な当期
の事前的需給一致を条件とした次期の計画蓄種率とその均衡値からの乖離と
いう視角は経済学的には意味がない。いくら計画しても実現の見込みのない
蓄穣。
しかし置塩の定義から離れてgFs笏を単なる恒等式,つまり事後的な需給
関係，事後的な蓄積率を示すものとすれば，（11-5)式も意味をもってくる。
この場合事後的な需給関係，販売と購買が等しいという関係を示す恒等式で
ある(11-1)式で定義された＆を(11-5)式に代入して(11-6)式を得た時，この
式は常に成立する事後的需給一致を受けた次期の計画的蓄積率，投資需要の
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大きさを示す式になる。上方蓄積進行局面ではこれは事前的需要超過を招き，
物価を上昇させ，実質賃金率を低下させ，物価を上昇させることになる。し
かし，この需給不一致は置塩体系では実際上は含意されても明示されない。
不一致はあくまで「均衡値」からの乖離として説明されるだけである。それ
は(11-1)式を条件式として定義したためである。条件式として定義すること
は正しいのに，置塩は恒等式と定義した場合に可能な式の展開を行なった。
かくて彼は不均衡累積を需給不均衡累積ではなく，特定の利潤率をもたらす
均衡的蓄積率からの乖離と定義することになった。不均衡を需給不均衡と捉
らえた場合彼とは異なる展開が必要になる。
III-2均衡蓄積率と適正利潤率の概念
これまで述べたように置塩の場合不均衡(蓄積)を需給不一致ではなく「適
正利潤率をもたらす均衡蓄積率」からの乖離と定義している。財市場では稼
働率調整か価格変化によって常に需給は事後的に一致するが（販売と購買の
一致)，適正利潤率は固定不変のものであるから，それ以外の利潤率をもたら
す蓄積は全て不均衡ということになる。論理的には蓄積軌道が一定の蓄積率
から乖離し，たとえば上方不均衡の場合どこかで天井に達するまで蓄積率が
上昇を続けることになる。需給不均衡の拡大が蓄積率上昇を不可能にするの
ではなく，需給は一致したとしても蓄積率の上昇そのものが直接に制限され
ることを意味する。財市場では事実上事後的需給一致が前提されているので，
論理的にはヒックスモデルと同様天井は財市場以外，即ち労働市場において
発生することになろうか｡人口増加率は弾力的には変化しがたいので,「均衡
蓄積率」と一致した人口増加率（労働力増加率）が維持できる限りはこのシ
ステムは成長する。しかしこれは偶然にしかありえないことであるから，労
働力増加率を越える蓄積はいずれかの時点で労働力の枯渇を招き，蓄積率拡
大は後退，停止する。
蓄積の制約が労働力供給とした場合，置塩モデルにおいては下方不均衡へ
の反転，進行は如何に説明されうるか。蓄積率が強制的に労働力供給増加率
に一致させられた場合，それはそれまでの蓄積率に比べると低い蓄積率にな
る。主観的には高い蓄積を予定し，投資を行なうが，必要なだけの労働力が
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確保されない。投資用の財は調達できるが，労働力が確保されない。計画蓄
積率は上昇し，投資需要は増大するのに労働力供給の増加率が低下するので
あるから，貨幣賃金率はより大きな速度で上昇する。投資用の財は調達され
るのに，労働力の調達が困難になるのであるから，貨幣賃金率の上昇率は一
般財のそれより大きく，したがって実質賃金率は上昇する。この結果利潤率
は低下する。利潤率の低下と労働力調達の困難に直面した資本家は計画蓄積
率を低下させる。利潤率が低下しても置塩モデルにおいてはなお「適正利潤
率」を超えていれば，資本家は前期の実現蓄積率以上の蓄積をめざす。それ
がなお当期の生産増加率（余剰増加率）を上回れば，事前的需要超過となる。
モデルでは生産増加率は前期実現蓄積率に等しくなるので，計画蓄積率の低
下があっても，前期実現利潤率が「適正」水準以上であれば，蓄積は余剰増
加率以上となり，需要超過が続く。但しこの論理は先に述べたように置塩に
よって明示されているのではなく，われわれが解釈しなおしたものである。
彼のモデルでは(11-1)式で定義された蓄積率８tは事前的需給一致をもたら
すものであり，事後的な実現蓄積率ではない。逆転，つまり置塩のいう「均
衡蓄穣率」からの計画蓄積率の上方乖離の停止，それへの接近，それ以下へ
の下方乖離への過程は彼のモデルにおいては利潤率の低下（上昇過程の停止，
反転下降）や需給関係の逆転ではなく，実現利潤率の「適正利潤率」以下へ
の低下によってはじめて起こる。それまではとにかく，利潤率が低下しても
ひたすら計画蓄積（資本家の名目投資需要）は前期実現水準ａ，今期供給増
加率を超えていく。前期実現蓄積率以下への計画蓄種率の低下，需給関係の
逆転は利潤率が「適正」水準を下回ってはじめて起こる。もちろん個別企業
が，その個別利潤率が「適正利潤率」を下回った時点でなお投資を続行する
か疑問ではある。社会的には部門間，個別企業間に利潤率較差があり，また
循環周期から相対的に独立した投資もあるので，投資が途絶えることはない
が，利潤率が低下していくのに投資を実績以上に実行するという投資行動原
理は一般化できまい。利潤率が低下するのに，なお生産拡大を追及する資本
を想定したのは井村喜代子と宇野弘蔵であった([11]，［12])。ある資本家が
退くことを知らず，利潤率低下の下でひたすら増産を続けるならば，彼はや
がて破綻する。全ての資本家が井村が言うように「利潤率低下を利潤量拡大
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で相殺する」ために生産を拡大しようとすれば，生産拡大のための投資が先
行し，この投資需要によって過剰生産は回避できるかもしれない。この場合
はしかし恐`慌はやってこない。置塩モデルが設定条件の唆昧な井村のモデル
と違うのは，（11-5)式の投資決定式からわかるように利潤率が低下すれば，
計画蓄積は実績以上に続くとしてもその蓄積率水準は低下するとしているこ
とである。問題は「適正利潤率」以下にならない限り，蓄積は実績以上に計
画される点である。
（11-5)式が資本家の投資決定行動原理とすれば，もし労働力枯渇により実
質賃金率が上昇し，利潤率が低下し，適正利潤率に一致するとどうなるだろ
うか。この場合次期蓄積率は前期実現蓄積率に一致し（したがって生産増加
分と需要増加分が一致，すなわち需給一致)，均衡蓄積率に一致する。果して
置塩の経済モデルは均衡以下に蓄積を低下させるであろうか。モデル上はこ
れ以上の蓄積低下はないように見える。これは厳しすぎる要求かもしれない。
実現利潤率がｒ適正利潤率」に一致するのは偶然的であり，利潤率は常に適
正水準の上か下かであると考えておくべきかもしれない。しかし置塩モデル
の上でも蓄積の低下はなお進行しうる。労働力が完全に枯渇すれば，蓄積は
低下するのではなく消滅する。前期蓄積が正であれば，当期に供給増があり，
当期の蓄積需要がゼロならば，利潤率が正であっても需給関係はここで逆転
する。つまり置塩モデルにおける過剰生産恐慌は労働力の完全枯渇という事
態になってはじめて出現する。彼がそう述べている訳ではないが，体系から
導かれる論理はそうなる。
置塩の論理は計画蓄積率を規定する「適正利潤率」の概念の承認の上に成
り立っている。しかし「適正利潤率」という概念はあやふやなものである。
それは事前的需給一致といった客観的な表現形態をもたない。「適正｣が資本
家の主観に依存するものなら，それを実現すると定義された「均衡蓄積率」
の概念も主観的なものである。この主観性を排除するためには｢適正利潤率」
を平均利潤率あるいは一般的利潤率と規定すればよいが，他方それは理論上
は中期的平均として，あるいは景気変動と需給不一致を捨象した次元で成立
する範畷であるという問題が生じる。循環的動態を考慮した場合，前循環期
の平均利潤率としておけば理論上の混乱は回避できる。もっとも置塩はスタ
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グフレーションの分析の際，資本家の要求利潤率の上昇が蓄積率の低下を招
いたとしているから，「適正利潤率｣の概念の方が適切と考えているかもしれ
ない（[13])。「適正」あるいは「均衡」という場合，置塩が支持する社会主
義的計画経済における「均衡」を語るとしたら，この論理との関連でそれは
いかに規定されるのであろうか。社会主義における均衡は資本主義のそれと
はまったく別様に定義されるべきなのであろうか。置塩自身の展開を待ちた
い｡
以上の検討を経て，置塩のこのモデルは次のように評価できよう。（11-1）
式における蓄種率を事後的な蓄禎率とし，（11-5)式の次期蓄積率を資本家の
主観的な計画蓄積率と理解し，「適正利潤率」を前循環平均利潤率と解すれ
ば，置塩モデルは本質的には妥当なモデル，資本主義の適正な抽象化といえ
る。言葉で表現しようが，数字（マルクス）や記号と数式（置塩）を使おう
が，理論的分析のためには必要な抽象化がなされざるを得ない。しかしそう
した妥当性をもちながらも(11-1)式を需給一致条件式つまり事前的な需給一
致式とし，この式における蓄積率を事前的な計画蓄積率と規定すれば，置塩
の体系は破綻し，不均衡累積は証明できない。
われわれは，次の点で置塩と異なる説明を行なう。第一点は，不均衡累積
を適正利潤率をもたらす「均衡蓄積率」からの乖離の進展ではなく，事前的
需給関係の不一致の拡大と捉らえる。第二は，置塩モデルでは需給関係の逆
転，過剰生産恐慌の発生は論理的には労働力の完全枯渇，計画蓄積の停止と
いう厳しい要因によって説明されるが，われわれは利潤率の低下というもっ
と緩い条件で解く。
1Ｖ好況モデル：１財１部門
ＩＶ－１供給
われわれは好況局面においてのみ価格調整による市場清算（価格上昇，完
売）を前提しよう。市場清算を想定するが，これは需要超過経済局面につい
てのみ許される条件である。稼働率は一定または100％と仮定される。稼働
率を含む方が具体的なモデルであることは先に述べた通りである。ここでは
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稼働率変化の作用を度外視し，当期の供給が前期蓄積にのみ依存する単純な
モデルを得るためにだけ稼働率一定あるいは100％の稼働率を想定するに過
ぎない。１部門モデルは部門間の相互依存関係を示さない。このもっとも単
純なモデルではマルクスが取上げたような部門間依存関係は不明であるが，
総需要と総供給の関係は簡単化される。１部門モデル（そのように抽象され
た資本主義経済）は需給関係の動態を把握する目的のためには有用なモデル
である。１部門モデルであるから生産手段と消費手段の区別はない。マルク
スの場合２部門分割モデルを用いて資本主義の部門関連と所得流通の絡み合
いを分析している。いわゆる表式分析においては需給一致が前提され，有機
的構成が変化する場合それにともなう生産手段と消費手段の生産比率（部門
構成）の変化が想定されている。有機的構成の上昇は生産手段の相対的価値
増大と相対的投入量の増大（技術的構成の上昇）の結果である。ところがよ
り多くの生産手段の生産のためには生産手段の生産比重が上昇することが必
要になる。生産手段の生産比重（部門構成）を引上げるためにはより多くの
投資が生産手段部門において実行される必要がある。生産手段の生産比重増
大のために社会の富のより多くの部分が消費ではなく，投資に振り向けられ
なければならない。個別資本家の下でもより多くの部分が消費（マルクスの
表式では資本家と労働者の消費）ではなく，投資に振り向けられる必要があ
る。これは計画蓄積率の上昇となって現れる。しかし計画蓄積率を上昇させ，
生産手段需要を増加させても（消費財需要は減る）生産構造は元のままであ
るから生産財についても消費財についても需給不一致が生じる。ところがマ
ルクスの表式はそうした需給関係の不一致の構造の解明を目的とするもので
はないため，有機的構成の高度化と生産手段部門の相対的増大，消費手段部
門の相対的低下（部門構成の高度化）が何の説明もなく実現している。この
ような部門構成の円滑な変化はあり得ないのだから，理論上はこのモデルで
は需給一致と消費手段の生産手段への転換が想定されていることになる。つ
まり生産手段と消費手段の使用価値上の区別は事実上度外視されている。わ
れわれがマルクスのモデルが生産手段にも消費手段にも使える財を生産する
１財２部門モデルと評するのはこのためである。しかしこの蓄積率増大の鍵
になる｢消費手段の生産手段への転換｣(完全代替性)の条件あるいは同一使用
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価値の目的別区分はあくまで論理的な手続きに過ぎない。完全代替性が想定
されるということは生産手段と消費手段の区別が排除されていることと同じ
である。現実に一般的な｢転用の不可能性」（不完全代替）を組込むと蓄積過
程（経済成長）はマルクスの表式分析とは異なる姿を見せることになる。生
産手段需要を増大させても供給は対応できない。消費手段部門からの転換・
参入は生産手段需要をさらに増大させ，部門間需給不均衡はいっそう拡大し
てしまう。マルクスの分析手続きだけが正しい訳ではない。抽象の程度は分
析目的次第である。われわれは部門間関係をさしあたり分析の対象として設
定しないため，１財１部門モデルを用いる。そしてマルクスが問題にした需
給一致下の部門間関係ではなく，需要と供給の関係を問題とする。
われわれのモデルにおいて企業は期首に現物で生産手段Ｋと労働力jVを保
有している(商品資本循環視点Ｗ………〃，)。つまり前期末に当期用の財と
労働力を購入している。雇用された労働者は前期末に賃金を受取り，当期に
財を購入する。つまり労働力の売買の時期とそれによって得られた所得の費
消の時期がずれる。言換えれば，前期に受取った名目賃金の実質的大きさは
今期示される。労働者は名目賃金の大きさは知っているが，当期の物価水準
が不明であるから実質賃金の大きさは事前には知らない。企業は今期生産手
段と労働力を稼働させて生産兀を得る。今期の生産量（稼働率100％である
から供給量に一致）がｘである。そこで生産量（供給量）は次のように示さ
れる。
"[＝んﾋル………………………･………………･………･……………（IV-1）
α：物的投入係数，αは一定と仮定（技術不変)，α＝ん/え
実物投入係数は投入要素が実際には複数で，また財によって異なるため素
材的には多様に示される。一つの式で表現するためには本来は行列表示する
のが妥当である。例えば，鉄１トンの生産のために鉄鉱石５トン，石炭１ト
ン，鉄１kg，石油１トンが必要であれば，５鉄鉱石，１石炭，0.001鉄，１石
油など。つまり生産される財のベクトルと投入要素のベクトルが対応する。
しかし価額次元(ＸｔとＫｔ，Ｘ【＝〃t，Ｋｔ＝鯛，ｐは価格)では社会全体の
単一の投入係数を財の生産額と投入額の比率(Ｋｔ/Ｘｔ，りんt/pjrt)で示すこと
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ができる。ここで用いている１部門・１財モデルでは投入係数は投入財と生
産財の堂的比率であると同時に価額的比率でもある。事前的供給（生産）を
価額で表示すれば，
Ｘｔ＝jrt・pt-，………………………………………………………（IV-2）
事後的には供給額は当期価格で表示される。
Ｘ't＝xt・八…………………………･…･……………･……………（IV-3）
ｌＶ－２需要
企業は当期消耗した生産手段の補填と投資を行なう。労働者は支払われた
賃金で消費財を購入する。これらが当期生産された財に対する需要となる。
企業家の個人消費は無いものとする。資本家階級と労働者階級の所得分配率
が問題になる時はこの想定は外さねばならない。このモデルにおいては賃金
所得と企業の所得（利潤）の関係だけが問題とされる。問題はこの需要は事
前的需要であることである。企業は一方で供給しながらそれとは相対的に独
立して補填と投資を実行する。商品の販売が終わってから補填と新投資のた
めに発注するわけではない。行為としては生産しつつ補填，投資を行なうが，
補填と投資は事前の計画にそって行なわれる。他方労働者は既に受取った賃
金を支出する。ここでは企業の事前的補填と投資が前期価格基準で計画され
るとする。
需要は企業の補填需要と投資需要，労働者の消費需要からなるが，素材次
元の需要の各部分は物価次第では事前の予定水準とは異なってくる。この点
を検討しておこう。今期の当初の計画需要を価額で表示すれば，
Ｄｔ＝‘t・pt-,＝(/(＋ｈｔ）・pt-,＋Ｗ【・ｊＶｔ………………………(IV-5）
問題になる「事前的需給関係」とは前期価格で表示された供給Ｘと需要額
Ｄｔの対応関係である。稼働率を一定とした場合価格変化はこの事前的需給
Ｘ(,Ｄｔの不一致によって生じる｡事前的需要額が前期価格で表示した事前的
供給額を越えれば価格が上昇し，逆ならば価格は低下する。市場清算を仮定
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した場合事後的供給と需要は必ず一致する。需要額が超過すると，変化した
価格で評価された供給額が需要額に一致するまで価格が上昇する。逆は逆。
この場合需要額は変化しないで，供給額が物価の変化によって需要額に一致
していく(事後的一致)。この結果事後的には素材次元での需給一致が実現す
る。事前的需給不一致，物価変動の結果実現する需要，つまり貨幣と引換え
に購入できる財の量，事後的な需要量‘'(は当初計画需要童山と異なってく
る。もちろん価格上昇に応じた追加的貨幣投入は想定されない。想定したと
してもそれは価格の上昇の程度を大きくするだけで議論の基本的性格を変え
ることはない。いくら貨幣投入がなされても生産性（生産要素と技術所与）
不変の下では供給量を増やすことは出来ないから，実現される需要の量は変
化しない（稼働率一定)。
Ｘ'【＝えt・ｐｔ＝Ｄｔ＝‘'t・，（…･…………･………･…………………（Ⅳ－６）
需要超過であれば，
Ｘｔ＜Ｘ't＝Ｄ〔＝Ｄ'ｔ
需要過小（供給過剰）であれば，
Ｘｔ＞Ｘ't＝Ｄｔ＝Ｄ'ｔ
ここで先の事前的需要額を前期価格で割れば素材的な需要の大きさが求まる。
ａｔ＝んt＋ｊｔ＋Ｒｔ・…………………………………………..……..…．（IV-7）
ただし
/：事前的計画投資
Ｒ：労働者の予定された実質消費。この場合の実質消費は前期価格で測った
大きさであり，当期の実際の実質賃金を示すものではない。
Ⅳ－３価格変化に対応する事前的需要の修正
事前的需要額が供給額を超過した場合価格が上昇する。この結果買手は当
初予定した量の財の取得が不可能になる。需要は補填と投資及び労働者の消
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費であった。このうち補填分はもしそれが不可能になれば再生産は維持でき
なくなるので，企業は補填を優先せざるを得ない。補填優先分だけ実物投資
が縮小される。つまり実現する補填ル'tは計画需要ｂｔと一致し，実現した投
資i'は計画投資’を下回る。
ｈｔ＝ん'（……･………………………･……………･…………………（IV-8）
八＜ハ………….……………………………………….．……………（Ⅳ－９）
この場合実現した投資/'tは計画投資人を下回るだけでなく，ノt/力をも下回
る(但しカー，〃1-,)。なぜなら縮小は物価上昇による購入分の低下だけでな
く，補填優先による余剰低下のためにもよる。つまり
(ﾉｾt＋A)坪,＝(ん't＋ｉ't)，!＝(た[＋ハル（・………………………･…･(IV-10）
ｊ'u＝((んt＋八)pt-1-ﾉｾtpt)/，t＝(lbt＋ｉｔ)/ｐｔ－ｂ［
＝(たt(１－Ａ)＋it)/，！……………………………………………（IV-11）
ここで左辺の式の分子の（１－，）が負であるから
j'＜A/，【……………………………………………･…………･…･…（Ⅳ-12）
労働者の実質消費支出は価格上昇の結果低下する。つまり前期末に前期物
価を前提して支払われた貨幣賃金ＷｔＭが支出され，実質賃金率は見込ま
れていたＲ(＝Ｗ(/pt-lではなく，Ｒ't＝Ｗ'Vptとなる。扱われている経済は１
部門モデルであるため生産手段価格と消費手段価格の相対価格の変化の作用
は度外視され，物価上昇の影響は企業，労働者のどちらにおいても同じとな
る。つまり投入貨幣と引換えに予定されていた財の量と現実に取得された財
の量との比率は資本家においても労働者においても平等となる。
－４５－
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(ん'[＋ｊ'`)/(たt＋ｉｔ)＝Ｒ'[/尺（・…･…･………………………………（Ⅳ-13）
IV-4計画蓄積率と実現蓄積率の具体例
以上の過程を具体例で示してみよう。
生産jrt＝100
事前的供給額Ｘｔ＝100.,t-1
事前的需要‘＝補填50ｈ＋投資２０/＋消費40＝110
事前的需要額Ｄｔ＝１１０．，t_，
とすると，
当期価格か=号=竺会一
故に
価格上昇率ｶｰ号=1Ｊ
事後的需要。'を単純に当期価格で除した場合の需要量‘"とする。
｡"=上十÷+里
，，，
`"＝事後的補填45.45ル"＋事後的実現投資18.18ｉ"＋事後的実質賃金36.
36尺'′
(ん"＝ん/カノ"＝//力，Ｒ"＝Ｒ/》）
しかし補填は計画通り実行され，その分投資が減らされ実際に実現する需要
。'は，
‘'＝５０ｈ'＋13.63ノ'＋36.36尺′
（Ｒ'＝Ｒ"）
ここで物価上昇の結果実質賃金は予定を下回るが，当然ながら企業の実質
消費も予定より低下するので企業と労働者の分配率は変化しない。つまり
(50＋13.63)/100＝（50＋20)/1１０
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36.36/100＝40/110
63.63：36.36＝７０：４０
Ⅳ－５需給関係
問題は当期の需給関係である。需給一致とは既に述べたように前期価格で
示された当期の計画幣要総額が前期価格で示される当期の供給と一致するこ
とである。繰返し指摘したように市場・価格清算モデルである限り事前的需
給関係の不一致があっても，価格が変化し，事後的には名目的な需給も素材
的な需給も一致する。事前的な需給が一致すれば，価格は変化せず，素材的
な需給も一致する。計画と実際のずれは生じない。そこでこの事前的な需給
の決定関係を明らかにすることが需給関係の循環的な推移・変化を知るため
に必要になる。
ｌＶ－５－１供給増加率と需要増加率
当期事後的な需給は一致する。来期の供給増加率と需要増加率が一致すれ
ば，来期は事前的な需給が一致し，価格変動は生じない。来期の供給増加率
は次のようになる。
邦t+'＝傘t+'/傘t＝ｊｊｂｔ+'/ｈｔ＝/'t/ﾙﾋｰg'ｔ……………･……･…….（IV-14）
需要の増加率は次のように示される。
`峠,=等-1=鶚-1……………………………ⅡV-15）●
/＋１期の実質需要は，
｡【+,＝んt+,＋Ｒ`+ljvt十,＋恥!＝んt+，（1＋9t+,)＋Ｒ【+１Ｍ+，
＝虎（（1＋g't）（1＋9t十!)＋Ｒ'Ｗｔ（1＋g'【）
f期の実現需要は，
－４７－
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`'t＝たt＋Ｒ'tjVt＋ｉ'ｔ………………･………………………･…･…（IV-16）
Ｒｔ+】＝Ｒ'(と仮定する。（IV-15)式において‘(+１，ｺ'(をルで除し，ａｔ+,を求
めると，
at+,＝(1＋g'()(1＋9t+')＋Ｒ′1+R(/+g'ｔ
－ｇｔ+,(1＋g'【)＋Ｒ'(と'１
tKl＋g`） －１
………………………･……･…･………(IV-17）1＋Ｒ'1ノ＋ｇ'［
ただし，ノー１V/尤
需要と供給の大小関係知るためにはそれぞれの増加率の差を見れば良い。
｡t+１－打t+x＝‘t十,－９'ｔ
－ｇ'[(g[+】＋Ｒ',/)＋g【十,－９'`(1＋Ｒ'`/＋g'1） …………(IV-18）(1＋１Ｗ＋g't）
分母は正だから分子の正負を見る（g'[＞o)。
分子＝(g'((g峠】＋Ｒ'(ﾉ)＋9t＋1(－９'t(1＋Ｒ'`/＋g't）
＝(9t十,－９'`）（1＋g'`)..…………………･…………………………（IV-19）
したがって
9ｔ+,＞ｇ'(，ｇ't＞－１ならば
需要増加率仏十,>供給増加率ｉｔ+,｡逆は逆｡
なおＲ(+,＝Ｒ't(1＋"(）とすると，（IV-l9)式は次のようになる。
(1＋g't)(9t十,－９'t＋ＲＷｂｌ）…….．……………………………･……(IV-20）
Ｒｔ+'＝Ｒ'tのとき，〃t＝Ｏとなり，（IV-20)式は(IV-19)式に一致する。〃が負
になると(IV-20)式が負になる可能性が生じる。ところが後で見るように現実
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あるいは予定された実質賃金率が低い時は利潤率が上昇し，計画蓄積率は増
大する。〃は前期実質賃金率とその次の時期つまり当期の貨幣賃金率を基準
にして期待あるいは予定された来期の実質賃金率との比である。貨幣賃金率
は前期末・当期首において既に明らかであるが，実際の実質賃金率は事後的
概念であり，当期の価格が決まってはじめて成立する。したがって「予定さ
れた実質賃金率」に実体的意味はない。Ｒ【+lは前期価格Ａで測った次期の実
質賃金率であるが，意味のあるものはｊ＋１期の価格で測った'十1期の実質
賃金率Ｒ't+1であり，これと前期の実際の実質賃金率Ｒ'tの比率である。ｈは
計算処理の都合で設定された概念に過ぎない。しかし労働者に支払われる賃
金は事前的需要の一部を横成する。支払われた賃金は労働市場の需給関係次
第で任意の水準に決まる訳ではない。ここでは当期末において来期も当期と
同じ生活水準を保証することを予定した貨幣賃金が支払われたと仮定する。
この場合期待された実質賃金率は前期実質賃金率と同じになる。
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●の●●●
つまり以上の条件の下では次期計画蓄積率が前期実現蓄積率を越えれば，
●●●●●●●●●､●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●
当期の事前需要は供給を上回り，逆にそれを下回れば，需給関係は逆になる。
すなわち
9Ｗ薑g'ｔならば
。ｗ毫兀t+，
となる。
ところで(IV-19）において括弧内の値が共に負である場合も分子は正とな
る。つまり，
9t+'＜ｇ't，ｇ't＜－１
しかし前期蓄積率が－１より小さいということはこの場合除外されるから，
経済学的に意味があるのは括弧内の値が共に正である場合である。このこと
からわれわれは次期需給関係を次期計画蓄積率と当期実現蓄積率の関係とし
て把握することが出来る。それではどんな条件がある場合次期計画蓄積率は
今期の実現蓄積率を超えるか。
企業による次期計画蓄菰率の決定関係を次の式で表現する。
－４９－
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９t+,＝g't＋β・（ハ)，β＞０．…･…………･……･……
但しγ'は実現利潤率の増加率
(IV-21）
この式は実現利潤率が前期より上昇すれば，企業は次期計画蓄積率を今期
実現蓄積率以上に設定する（計画の実行のために資金を投下する）というこ
とを意味している。利潤率が低下する時，前期実績以上の蓄積を計画する企
業は￣般的ではない。もし実現利潤率が前期実績を上回れば，次期計画蓄積
率は前期を上回り，次期の需給関係は需要超過となる。逆は逆。したがって
置塩の蓄積率決定式(11-5)と比較すると，この式で定義された投資行動は投
資が実現利潤率により敏感に反応することになっている。もちろん現実の
個々の企業の投資決定態度が全て(IV-21)式通りとは言えない｡企業は時には
利潤率ではなく，競争上の必要から利潤量や市場占拠率を考慮した投資計画
を建てる。競争戦のために敢えて薄利多売をしかけることもある。しかし，
資本主義全体の動向としては利潤率の動向に反した投資を想定することは妥
当ではない。そこで（IV-21)式を前提したうえで，投資動向を決定する利潤
率の動向を規定する関係を検討しよう。
ＩＶ－６利潤率の定義
IV-6-1投入利潤率
初期投入と補填を区別するのは次の理由のためである。われわれは利潤率
概念を通常［価格一費用］として定義してきた。これは置塩モデルにおいて
も高須賀モデルにおいてもまったく同じである。しかし価格変化が生じてい
る下では利潤率は定義の仕方によって異なってくる。
単位当り利潤を価格と投入費用の差とする場合。価格は当期価格であるの
にたいし，費用の方は前期末に購入された生産要素の価格で表示される。
"tpt-(んtpt．l＋WJVt）実現利潤率ハー 虎tA-,＋ＷｔｊＶｔ
ｒｊｔ －１ｈｔ＋ＷｔｊＶｔ
－５０－
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分母分子をxtpt-Iで割ると，
八 －１α（1＋Ｒｔ/）
●
，〔 －１α（1＋Ｒ'1Ａ/）
１ －１…………………･･･………(IV-22）α（1/，t＋１Ｗ）
但しⅡ=筈
ＩＶ－６－２補填利潤率
これに対し利潤を価格と補填費用の差額と定義すると，われわれが補填利
潤率とよぶこの利潤率は次のようになる。
補填利潤率γ,,＝兀tpL-(んt，[＋ｗｔ+Ｊｊｖｔ）んtpt＋ＷｗｊＶ（
ｒｔＡ －１ルｔＡ＋Ｒ'(+１１V［
１α(,＋Ｒ,(+,/）－１……･…･……………･…………(IV-23）
二つの利潤率の定義式を比べればその違いは一目瞭然である。いま実質賃
金率が不変とすると，物価上昇率が正であれば投入利潤率の方が補填利潤率
より高い。逆は逆。企業はどちらの利潤率を目安として次期投資を実行する
のであろうか。一回限りでの資本循環視点にたてば当然投入利潤率が問題に
なる。しかし再生産が継続する過程では補填が繰り返されるわけであるから
補填利潤率の水準が重要となる。高須賀，置塩においてはそのモデルは事後
的一致モデルであるため，投入利潤率と補填利潤率の区別はない。というよ
り事実上補填利潤率のみが利潤率として扱われている。
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また利潤率の定義を通じて明らかなことは名目賃金の変化率，したがって
物価と実質賃金の変化率の両方が利潤率に作用するということである。
ＩＶ－６－３体系における利潤率の定義
われわれの体系における利潤率を定義しよう。この場合前払いされるのは
物的費用のみであり，人的費用（賃金）は前期末に契約され，当期期間中に
支払いを受ける。契約額は期間中は固定される。支払いが当期の販売によっ
て得た収入からなされるのではなく，予め用意された資金から支払われるこ
ととする。つまり前払いである。労働者は契約に基づいて当期に賃金の支払
いを受け，当期期間中に消費財の購入に所得を費消する。その結果利潤率は
次のように定義される。
x[pｔ〃= －１btpt-1＋ＷｔＭ
これは投入利潤率と同じである。当期価格Ａで分子分母を割る。
Ａ=，t/ﾊｰ，とすると
え（γ't＝ －１竺十Rｗ１ｐｔ
分母分子をJrで割ると
１γ"t＝ －１………………･……･…………･……………（IV-24）`(☆+1W）
但し，α＝ん/ｘ
この式から，当期の物価上昇がある場合（p＞1）利潤率は上昇する。これ
は生産手段の購入は価格が低い前期末に終了しているという条件から出てく
る結論である。したがって先述のように利潤率を補坂利潤率とすると価格上
-５２－
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昇に因るこの利潤率上昇は生じない。もう一つの利潤率上昇要因は実質賃金
率の低下である。前期より実質賃金率が上昇すれば，式の分母は小さくなり，
利潤率は上昇する。当期の実質賃金率は当期の名目賃金(前期水準十上昇分）
と物価水準（前期水準十上昇分）によって決まる。そこで名目賃金と物価の
上昇を考慮すると利潤率式は次のようになる。
１γ'＝ －１…･………………………･……･……（IV-25）●`(会十川鶚）
(〃＝Ｗｔ/Wt-l：名目賃金上昇率）
この利潤率の定義式から判るように，利潤率が上昇するかどうかは当期の
名目賃金の上昇率と物価の上昇率の大小関係による。つまり超過需要の発生
により物価上昇が生じ，それが一つは物的費用の相対的低下ともう一つには
実質賃金の低下を通じ，利潤率が上昇する。
他方補填利潤率は次のようであった。
苑tｐｔγ't＝ －１ｂｔｐｔ＋WtlVt
この場合労働力の調達は契約により果されるが，生産手段と異なり支払いは
来期になる。当期の賃金支払い水準は前期末の契約に基づく。支払いを当期
中に済ませ，労働者は当期末に受けた支払い賃金を来期費消するとすると仮
定することも可能である。この場合は支払い賃金も補填分に含まれる。ここ
では労働力の補填のための支払いは来期と仮定する。上式をjUtptで割ると
１γ't＝ －１α(1＋Ｒ'tJ）
１ －１．.………･………………………………（IV-26）`('+…暖
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この場合物価上昇率は物的費用上昇に作用せず，したがって利潤率に影響
しない。専ら実質賃金率の変化したがって名目賃金と物価上昇率の関係の変
化が利潤率に作用する。
企業が投資を決定する場合基準にする利潤率は投入利潤率か補填利潤率か，
企業会計上の明示的な区別はない。流動部分は随時補填，固定部分は当初投
入。現実の利潤率は混合。つまり物価上昇過程では投入価格が相対的に低下
することによって利潤が発生する。逆に言えば，物価下落過程で利潤率は低
下する。
Ⅳ－７上方不均衡の拡大，累稲
以上から上方への不均衡累積は次のように説明できる。なんらかの理由で
利潤率が上昇したあるいは上昇を見込んで前期実績以上の投資が実行される
結果，需要が供給を超え，物価が上昇する。貨幣賃金率決定後の物価上昇は
実質賃金率を低下させ，実現利潤率を上昇させる。この結果，次の計画蓄積
率はまた実績を超え，需要超過，物価上昇，実質賃金率，利潤率上昇が続く。
これをグラフで説明すると次のようになる。
。 Ax-b
●●
ｘ：＝。！
。Ｉ＝
1１蚕
０
１
０
０
Ｎ
ｕ
ｏ
４
ｕ
・
Ｎ
ｕ
Ｘ
ＸｏＸｌＸ
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出発期に生産増加率と需要増加率は一致していた(`｡＝xo)。しかし，次期に
生産がえ,増加したのにそれ以上に需要が増大し，需給乖離が生じた（苑j＜
al)。ム期の需給一致のためには需要増加率はい]の水準でなければならない
のに，現実には‘，となった。この需要の増加によって物価が上昇し，名目生
産増加率はえ'］となった｡物価上昇のために実質賃金率が低下し,利潤率がす
るために計画蓄積率はさらに上昇し，‘とｘの差（太い実線部分）は拡大す
る。需要増加率と供給増加率の差の拡大と継続的な需要増加率の供給増加率
超過，結果としての継続的需要超過という形態をとった需給不均衡の拡大で
ある。置塩の場合と違ってわれわれの体系では不均衡累積は蓄積率の適正利
潤率を実現するある特定の「均衡蓄積率」からの乖離ではなく需給不均衡拡
大として示される。
Ｖ体系における需給逆転のメカニズム
Ｖ－１逆転の条件一利潤率の低下
以上で上方不均衡の拡大が次の式で示された。
＆菫ｇ't-lならばat三九ｔ……….……………………．.………（Ｖ-1）
＆＝g'[-1＋βγ't－，……………･…･………………………･……………（Ｖ~2）
前期実現利潤率が前々期のそれを越えた時（バー,＞O)，当期の計画蓄積率が
前期実績を超え(g(＞g'[-,)，今期は需要超過状態になる。これが逆になれば
今期は供給超過となる。前期までの需要超過経済が今期供給超過経済に転換
するのに必要な条件は，われわれのモデルにおいては前期実現利潤率の前々
期以下への低下である。利潤率の上昇率が負になると，つまり利潤率が低下
すると需給関係は供給超過になる。前期実現利潤率の低下は投入利潤率の定
義式からして前期の実質賃金率の動向つまり貨幣賃金上昇率が物価上昇率を
越えるかどうかということと，物価上昇率の程度に依存する。もし実質賃金
率が上昇すれば，利潤率は低下し，今期の需給関係は逆（供給超過）になる。
物価上昇による投入利潤率引上げ効果が，実質賃金の増加を相殺しない場合
投入利潤率は低下する。補填利潤率でみると，利潤率はまったく実質賃金率
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の動向に依存する。実質賃金率の上昇あるいは物価上昇による投入利潤率の
増加を相殺する程の実質賃金率の上昇が発生するのはどんな状態か。
Ｖ－２利潤率低下の要因
利潤率の低下は論理的には次の二つによって生じる。
①労働力の枯渇による実質賃金率の上昇
②枯渇水準以前の，物価上昇率を越える労働運動による名目賃上引上げによ
る実質賃金率の上昇
われわれは労働市場については何の分析も加えてこなかった。われわれの
モデルでは労働供給の制限が発生するまで資本蓄菰は進行することになって
いる。上昇局面（好況局面）は設備稼働率100％が仮定された需要超過経済
である。この財市場における需要超過経済が労働供給の壁に衝突し，実質賃
金率の上昇とその結果としての利潤率の低下が生じる時，需給関係は逆転す
る。逆に言えば実質賃金率の上昇を回避する限り資本蓄積は進行する。好況
過程で労働者全体の消費規模は雇用増加によって増加するが（時間当りある
いは一人当りの）実質賃金率は低下する，これがわれわれの設定した条件の
下でのモデルから引出される結論である。
貨幣賃金率の上昇を伴う実質賃金率の低下は稼働率を示さないわれわれの
モデルでは生活水準の悪化ということになる。生活水準の悪化はしかし限度
がある。資本主義の安定的再生産のためには必要な質と量の労働力の安定的
供給が必要になる。労働市場は混乱を伴いながらもその機能を果さなければ
ならない。再生産不可能水準にまで到達した実質賃金は労働力供給不足や労
働者の抵抗を媒介として最低水準で反転上昇する。この結果利潤率は高い水
準で反転下落し，高い生産水準（繁栄局面）で需給関係が逆転する。かくて
下降が始まる。もちろん開放体系で考えれば，外国からの労働力調達は労働
力供給の制約を緩和する．
置塩モデルとの違いは，このモデルにおいては利潤率がひとたび低下すれ
ば，たとえそれが絶対的には高い水準であっても計画蓄積率の後退をきっか
けとする需給関係の逆転に見舞われることである。「適正利潤率｣という量的
には暖昧な概念を用いなくてもこのモデルでは実現利潤率の動向で需給関係
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が転換する。モデルとしては過敏な蓄積行動を内在させたモデルと言える。
われわれのモデルからは実質賃金率の反転上昇が実現利潤率の低下を引き
起こし，計画蓄積率の低下，需要増加率の低下と需給関係の逆転を引き起こ
すという結論が引出せるが，実在する資本主義において好況過程で労働者家
計の収入が低下したり，生活が悪化したりすることを見ることはない。モデ
ルの結論と現実のずれはどうして生じるか，以下検討しよう。
Ｖ－３実質資金率不変または低下,実質収入増加のもとでの需給関係の推移
雇用の拡大がある以上，実質賃金率が低下したとしても好況過程において
一般的に労働者の生活が改善されるのは当然である。モデルには出てこない
失業者の絶対的減少は現実の資本主義においては確実の労働者の生活を改善
する。
雇用の拡大が雇用労働者数の拡大ではなく，雇用時間の拡大，労働時間の
延長として現れる場合，これはこのモデルでは扱わなかった生産設備の稼働
率の上昇となる。稼働率が可変的な，より現実に近いモデルでは稼働率の上
昇が労働者一人当りの雇用（投下労働）増加すなわち労働時間の増加をもた
らす。この結果時間当り実質賃金率は低下しても名目賃金総額を物価水準で
割った実質賃金額（収入）は上昇しうる。この場合は生産の拡大は一人当り
労働供給の増加と実質収入の増加，生活水準の上昇を伴う。この場合の反転
は労働時間の絶対的制約，一日の労働時間から絶対的に必要な生活時間を差
引いた時間によってあたえられる。労働時間の延長によって実質収入を増加
させ得ない労働者，増加させたくない労働者から労働時間を引出す資本の試
みは名目賃金の大幅な上昇，時間当り実質賃金率の増加を引起こしうる。利
潤率は逆転，低下する。
稼働率の上昇は，それが費用の低下を引き起こす限りにおいて次で見る生
産性上昇と同じ効果を上げる。この点を見てみよう。
利潤率は，
ｊｒｔｐｔγ'＝んｔＡ＋wtlvt －１
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稼働率。＝Jr/元とする｡生産設備は稼働していてもいなくても耐久性,寿命は
変化しないと仮定する。雇用は生産量に比例すると仮定。つまり技術的構成
(労働と生産手段の比率，労働・資本係数）は不変，１V/dﾘｾｰﾉ。ここから
〃’一
Ｎ’た
利潤率式を稼働率と技術的構成を用いて書換えると，
６ｔγ'＝ α(1＋Ｒ'(け）－１
１ －１………………………･……･……………･………（Ｖ-3）－２＋Ｒ'tノ６ｔ
したがって稼働率dが上昇すると，分母が小さくなり，利潤率は増大する。つ
まり実質賃金率が低下しないとしても，稼働率の上昇により，実現利潤率は
上昇することになる。この場合，先の実質賃金率低下による利潤率上昇，蓄
積率増大の命題は実質賃金率ではなく労働分配率の低下による利潤率上昇と
表現されなければならない。
分配率は次のように表現される。純生産または価値生産物Ｙ（国民所得あ
るいは付加価値）は生産から物的費用を差引いたものであり，利潤と賃金と
して分配される。純生産に占める賃金所得の割合を労働分配率８とする。
賃金所得ⅨＮβ＝売上げｊＲＡ－物的費用ﾉbtA ………………………………………（Ｖ-4）
分母分子をxliDtで割ると、
β＝ユELL………………………………….……….…….…………（Ｖ－５）1-号
この式から判るように,稼働率dが上昇すると，実質賃金率が不変であっても
労働分配率βは低下する。逆は逆。価格が一定のとき，稼働率の上昇が「資
本の生産性」を高め，利潤を増やし，労働分配率を低下させる。もちろんこ
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の式は実質賃金率が低下した場合も労働分配率が低下することを示している。
したがって，より一般的には労働分配率の低下を伴う利潤率の上昇が蓄積率
の増加，需要超過経済をもたらし，逆に労働分配率の増大と利潤率の低下が
供給超過経済をもたらすことになる。（IV-21）または（V-l)，（Ｖ-2）式は
次のように書換えられる。
9t＝g't-,＋ββ【－，…….………………………………………･…･……（Ｖ-6）
ｇ〔三９，t－，→‘t毫妬ｔ………………….…….…….………………（Ｖ-7）
Ｖ－４生産性上昇の作用
しかしこのモデルもまだ蓄積にともなう生産性上昇を考慮していない。こ
の点を考慮するとどうなるか。補填利潤率で示すと，当期実現利潤率は次の
ようになる。
１γ't＝ －１α＋Ｒ'1/(１－ｹ【）
「：投入労働量１Ｖとその減少分jjVの比率４１V/ｊＶと定義した労働生産性
上昇率。生産,件上昇は投入労働のみを低下させると仮定。
１γ't＝ －１α十尺'`-(螢） (l-Tt）
１ (Ｖ-8）－１α＋Ｒ't-lzt(l-Tt）
但し，ｚは名目賃金上昇率と物価上昇率の比
ｚ三１／（1-y）のときγ'ミ０
この式から判るように生産`性上昇効果は実質賃金率が上昇したとしてもそれ
による利潤率引下げ効果を減殺する。つまり生産`性上昇を伴う蓄積は労働力
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供給の制約を押し下げ，需要超過経済を延長させ，需給関係の逆転を引延ば
す。
Ｖ－５モデルの限界と現実の恐慌
Ｖ－５－１労働力以外の要因：普遍的生産手段
われわれの用いている労働力の生産をモデルの外側に前提した’財１部門
モデルの限界は明らかである。一つの財しか生産・消費しないモデルである
から，生産部門間比例関係が捨象される。多部門モデルにおいては財の供給
増加率は一律ではないので部門間の需給関係が撹乱される。日常的には在庫
調整で対応するが，在庫で調整できない不均衡は価格変動をもたらし，相対
価格を変化させる。この結果利潤率の較差構造が生れ，部門間不均等蓄積が
進行する。特定の部門の利潤率が低下し，蓄菰率が低下し，これが他部門に
波及した場合，需給関係の逆転が生じる。とくに蓄積上昇過程で生産の弾力
性が低く，充用普遍性の高い生産手段（原燃料，土地）の供給が制限され，
各部門の利潤率が低下した場合，逆転が起こりうる。原燃料生産者や土地供
給者（地主，不動産企業）が相対的・絶対的価格上昇を通じて得た高い利潤
を投資に廻すのであれば，これは需要拡大要因となる。これらの生産弾力性
が相対的に低く，当該部門の利潤が投資資金あるいは消費として放出されな
い場合価格上昇による一般諸部門の利潤率低下が招来される。自然的独占に
よる供給制約を受ける財は投機の対象となり，好況局面で相対的には高い価
格上昇を見せ，これが好況後半の特徴となる。これは複数部門モデルの分析
の場合に論じることにする。
Ｖ－５－２非線形の投資行動
逆転の契機は論理的には以上のように導き出せるが，現実の逆転そのもの
が労働力供給制限でのみ生じる訳ではない。
封鎖体系で考えた場合労働力供給制約以外の利潤率を低下させる契機はな
にか。まずわれわれは先に式（Ｖ-21）または（V-21-cz）で企業の投資行動
を定式化したが，このような投資決定態度を常に企業家がとるとは限らない。
彼らは機械ではないので具体的な財市場，労働市場の状況を見て例えば利潤
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率が上昇しても以前より蓄積を手控えるかもしれない。株式会社制度を前提
した場合，高い利潤を蓄積に廻さず，株主への配当や企業の貯蓄に充当する
ことは日常的である。この結果今期の需要が前期の投資の結果増加した供給
に追い付かず,需給関係は逆転するということはあり得る。つまりβが常に正
でかつ安定とは限らないのである。この場合利潤率は低下しないのに需要が
伸び悩み，過剰生産となる。いずれにしても投資需要が景気動向を決定する。
Ｖ－５－３資金供給の制約
われわれのモデルにおいて投資資金の需給決定式は明示的には示されてい
ないが，投資資金は企業自体が供給することを前提している。過去の利潤が
投資資金の源泉である。しかし現実は違う。企業は株式証券の発行，金融機
関からの借り入れによって投資資金を外部から調達する。資本家，労働者二
階級モデルで考えても，個別の(勤労者を含む)家計の貯蓄，企業の貯蓄(積
み立て更新資金と未使用利潤）が資金供給源となる。預金された貯蓄を源資
とした民間銀行の信用創造によって供給可能資金瞳は増大する。さらに貯蓄
を源資としない中央銀行の貸付もある。信用機構と証券市場の存在が過去の
実現利潤（率）の大きさから相対的には独立した投資を可能にする。もちろ
ん貸付によって社会全体の蓄積元本が直接に増大するわけではない。しかし
現実の成長率の増大の前に物価上昇，利潤率上昇が生じ，これが投資と共に
(稼働率の拡大や輸入の増加を通じて)生産の拡大を急がせ，結果として経済
は拡大する。これらの資金供給に依存して，それがない場合と比べてより大
きな個別企業あるいは全体の計画蓄積が実行される。逆に言えば資金供給の
制限，利子率の上昇が直接に借り入れを制約したり，利払い後利潤率の低下
が投資を後退させる。
おわりに
われわれの設定したモデルによる好況局面の逆転構造の説明のメリットは
何か。置塩の場合基準の暖昧な「適正利潤率」をもたらす「均衡蓄積率から
の乖離」として不均衡が説明された。そこでは需給は常に一致し，需給関係
の不均衡は取扱われていない。この結果上方不均衡累積過程の逆転は需給関
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係の逆転ではなくそれ以外，論理的にはおそらく蓄積率上昇の不可能性によ
って導かれることになる。われわれの体系では不均衡は端的に需給乖離で示
され，逆転は利潤率(実質賃金率)又は利潤分配率(労働分配率）の低下(上
昇）によって生じる。「適正水準」にまで利潤率が低下することなく，利潤率
低下が蓄績率低下をひきおこし需給関係の逆転が生じ得る。したがって資本
主義の現実により接近したモデルということが出来よう。
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